
甲府市着地型観光支援事業費補助金交付要綱 

 

平成２９年７月２５日 

産第４号 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、本市の多様な地域資源を活用し、観光振興の推進による交流人口の

増加を図ることを目的とする甲府市着地型観光支援事業費補助金（以下「補助金」と

いう。）の交付について、甲府市補助金等交付規則（昭和３８年１１月規則第５０号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 地域資源 自然、歴史、文化その他の本市に存在する特徴的な資源をいう。 

⑵ 着地型観光 本市の地域資源を活用したプログラムを通じて、観光客が市内に滞

在する観光の形態をいう。 

 （対象事業の要件） 

第３ 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる全ての

要件を満たすものとする。 

 ⑴ 着地型観光の開発及び普及促進に関する事業であること。 

 ⑵ 新規性が認められる事業であること。 

 ⑶ 情報発信のみの事業でないこと。 

 ⑷ コンセプトが明確な事業であること。 

 ⑸ 補助対象年度内に市内において１４日以上実施する事業であること。 

 ⑹ 翌年度以降も継続が見込まれる事業であること。 

 ⑺ 宗教活動又は政治活動が含まれる事業でないこと。 

 ⑻ 行政庁等の許可・認可等が必要な場合は、当該許可・認可等を受けられることが

確実に見込まれている事業であること。 

（対象経費)  

第４ 補助金の対象となる経費は、別表第１に定める経費とする。ただし、当該経費が

他の補助金等の交付の対象となるときは、当該補助金の対象経費としないものとする。 

（補助率等） 

第５ 補助金の補助率は、予算の範囲内において当該補助金の対象経費として認められ

る額に対し、事業実施の初年度については３分の２とし、翌年度については２分の

１とする。 

２ 補助金の上限額は、年度ごとに、一の補助事業につき１００万円とする。ただし、

補助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額とする。 

（交付対象者） 



第６ 補助金の交付の対象となる者は、市内に事務所又は事業所を有する法人及び複数

の民間事業者等で構成された団体で、市税を滞納していない者（以下「交付対象事業

者」という。）とする。 

（交付申請） 

第７ 交付対象事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、補助対象事業を実施

する前に次に掲げる必要書類を添えて、甲府市着地型観光支援事業費補助金交付申請

書（第１号様式。以下「交付申請書」という。）を市長に提出し、補助事業の決定を

受けなければならない。ただし、一会計年度につき一事業を限度とする。 

 ⑴ 甲府市着地型観光支援事業計画書（別紙１） 

 ⑵ 甲府市着地型観光支援事業収支予算書（別紙２） 

 ⑶ 甲府市着地型観光支援事業経費算出内訳書（別紙３） 

 ⑷ 誓約書（別紙４） 

 ⑸ 事業実施に資格が必要な場合は、当該資格を証する書類の写し 

 ⑹ 交付対象事業者の定款又は規約等の写し 

 ⑺ 交付対象事業者の役員等名簿（別紙５） 

 ⑻ 市税に未納のない証明書（任意団体で納税義務を有しない場合は、代表者個人の

証明書） 

 ⑼ 補助事業の参加者に対し実施するアンケート調査の概要 

 ⑽ その他、市長が必要と認める書類 

２ 申請期間は、市長が別に定める。 

３ 第１項の場合において、交付対象事業者は、補助金に係る消費税仕入控除税額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法

律第 108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の

金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税の

税率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して申請しなければならない。た

だし、当該消費税仕入控除税額が確定していない場合は、この限りでない。 

（補助対象事業の審査等） 

第８ 市長は、交付申請書の提出があった場合は、甲府市着地型観光支援事業審査会（以

下「審査会」という。）に付議するものとする。 

２ 審査会の委員は、補助対象事業の要件の審査終了後、別表第２に定める選考基準の

審査項目ごとに、別表第３に定める評価基準により点数を付けるものとする。 

３ 審査会は、委員の評価点数の平均点（各委員の評価点の合計を当該委員の数で除し

たものをいう。）が２２点以上の事業の中から、本市が補助を実施する事業の候補と

なる事業を選出するものとする。 

４ 審査会は、前項の規定により選出された事業に、当該事業の適正な運営を行うため

に必要な条件を付すことができる。 

５ 審査会の委員は、当該委員と利害関係が認められる事業が付議された審査会に参加

できない。 



（交付決定及び通知） 

第９ 市長は、審査会の結果報告を受けたときは、予算の範囲内で第８第３項の規定に

より選出された事業を審査し、適当と認めるときは、当該事業を補助事業として決定

するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による決定を行う際、前項の補助事業の適正な運営を行うため

に必要があると認めるときは、条件を付すことができる。 

３ 市長は、第１項の規定による決定を行ったときは、甲府市着地型観光支援事業費補

助金交付決定通知書（第２号様式）を速やかに交付対象事業者に送付するものとする。 

（補助事業の変更、中止等） 

第１０ 第９第１項の規定による決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、

補助事業に係る申請の内容を著しく変更しようとするときは、あらかじめ甲府市着地

型観光支援事業費補助金事業変更承認申請書（第３号様式。以下「変更承認申請書」

という。）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、対象経費の

各経費区分の相互間において、いずれか低い額の２０％以内を増減させる場合又は補

助事業の目的の達成に支障をきたさない範囲の細部の変更であって、交付決定を受け

た補助金の額の増額を伴わない場合は、この限りでない。 

２ 市長は、変更承認申請書の提出を受けた場合は、その内容を審査し、適当と認める

ときは変更決定を行い、補助事業者に通知するものとする。 

３ 補助事業者は、交付申請書等に記載した実施期間内に補助事業が完了する見込みの

ない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告しなければ

ならない。 

４ 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、甲府市着地型観光支

援事業中止・廃止届出書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

（事業の進捗管理） 

第１１ 市長は、補助事業の進捗状況を把握するため、必要に応じて、補助事業者に資

料等の提示又は説明を求めることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により資料等の提示又は説明を求められたときは、遅滞

なく説明等を行わなければならない。 

（実績報告） 

第１２ 補助事業者は、補助事業の完了後２０日以内又は当該年度の末日のいずれか早

い期日までに、次に掲げる必要書類を添えて甲府市着地型観光支援事業費補助金実績

報告書（第５号様式。以下「実績報告書」という。）を市長に提出しなければならな

い。 

⑴ 甲府市着地型観光支援事業実施結果報告書（別紙１） 

 ⑵ 甲府市着地型観光支援事業経費支出内訳書（別紙２） 

 ⑶ 甲府市着地型観光支援事業収支決算書（別紙３） 

 ⑷ 補助事業者が参加者に対して実施したアンケート調査結果（レポート形式） 

 ⑸ その他、市長が必要と認める書類 



２ 前項の場合において、補助事業者は、補助金に係る消費税仕入控除税額が確定して

いる場合は当該消費税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

（額の確定） 

第１３ 市長は、実績報告書の提出があった場合は、その内容を審査し、補助金の交付

決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、当該補助金の額を確定

し、補助事業者に通知するものとする。 

（翌年度の補助金の交付申請等） 

第１４ 補助事業者は、第９第１項の規定による決定を受けた補助事業について、翌年

度も補助金を受けようとする場合は、補助事業の検証結果を活かした事業内容を記載

した交付申請書を市長に提出しなければならない。 

（交付方法） 

第１５ 補助金は、第１３の規定により補助金の額を確定した後に支払うものとする。

ただし、市長が必要であると認める場合には、補助金の交付決定後に概算払をするこ

とができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、甲府市着地型

観光支援事業費補助金概算払請求書(第６号様式)を提出し、交付決定額の２分の１以

内に相当する額について概算払の請求を行うことができる。 

（交付決定の取消し） 

第１６ 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決

定の全部又は一部を取り消すものとする。 

 ⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 ⑵ 補助金を他の用途に使用したとき。 

 ⑶ 補助金の交付決定の内容を承認なく変更したとき。 

 ⑷ 補助金の交付決定に付した条件又は法令等に違反したとき。 

 ⑸ 第１１に規定する資料等の提示又は説明を拒んだとき。 

（補助金の返還） 

第１７ 市長は、第１６の規定により交付決定を取り消した場合において、既に補助金

が交付されているときは、期限を定めて補助金の全部又は一部の返還を命ずるものと

する。 

（証拠書類等） 

第１８ 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類

を整備し、補助事業が完了した日（補助事業を中止又は廃止した場合においては、そ

の承認を受けた日）の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

（検査） 

第１９ 補助事業者は、事業終了後に市長が補助事業の運営及び経理等の状況に係る検

査を求めた場合は、これに応じなければならない。 

（その他） 

第２０ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、市長が別



に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年７月２５日から施行する。 

 

別表第１（第４関係） 

 対象経費 

経費区分 対象経費の説明 

報償費 専門家、アドバイザー等の謝礼金 

旅費 専門家、アドバイザー等の旅費で必要最低限のもの 

需用費 

事業実施に直接必要な消耗品費、燃料費、報告書等の印刷製本費、光熱

水費（補助事業の用に使用したことが明確に区分され、かつ金額が特定で

きる場合に限る。） 

役務費 
郵便料金、運送代、広告掲載等の広告宣伝費、保険料等（補助事業の用

に使用したことが明確に区分され、かつ金額が特定できる場合に限る。） 

委託料 専門業者等への委託経費 

使用料及び

賃借料 

会場等の使用料、機械・機器の借り上げ等賃借料（事業の実施期間内に

係るものに限る。） 

原材料費 地元の食材を使って調理する場合の食材、加工体験等の原材料費 

注１）施設・工作物等の整備に係る経費及び飲食費は、対象経費としない。 

 

別表第２（第８関係） 

選考基準 

審査項目 審査内容 

① 目的の明確性 
・事業の目的が、本市の多様な地域資源を活用し、満足度の

高い旅行体験を提供できる明確な設定がなされているか 

② 事業遂行能力 

・事業を実施するために必要な知識や技術、体制等が整って

いるか 

・観光産業関係者との十分な連携が見込めるか 

③ 継続性及び具体性 
・継続性が見込まれる事業であり、事業内容、実施方法は具

体的で実現可能な内容か 

④ 効果及び成果 

・具体的な効果や成果が期待できるか 

・事業効果を高めるために、様々な分野との連携が図られ、

幅広い波及効果が見込まれるか 

・単にイベントの実施やパンフレットなどの広報ツール作成

のみに重点をおいた事業ではないか 



⑤ 実現性 
・事業遂行が可能なスケジュールとなっているか 

・法的な問題等により実現が困難となっていないか 

⑥ 新規性又は話題性 
・新しい発想や視点で取り組む事業又は話題性のある特徴の

ある事業か 

⑦ 収支予算の妥当性 
・収支計画及び予算根拠は適切であるか 

・費用対効果の高い事業であるか 

 

別表第３（第８関係） 

 評価基準 

評価 
高く評価で

きる 

評価できる 普通 あまり評価で

きない 

評価できない 

点数 ５ ４ ３ ２ １ 

 


